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一 般 会 計



議案第3号

令 和 ２ 年 度 長 岡 市 一 般 会 計 予 算

　令和２年度長岡市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ131, 113, 000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

（継　続　費）

第２条　　地方自治法（昭和22年法律第67号）第212条第１項の規定による継続費の経費の総額及び年割額は、「第２

表　継続費」による。

（債務負担行為）

第３条　　地方自治法第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第３

表　債務負担行為」による。

（地　方　債）

第４条　　地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、

利率及び償還の方法は、「第４表　地方債」による。

（一時借入金）

第５条　　地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、25, 000, 000千円と定める。

（歳出予算の流用）

第６条　　地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場

合は、次のとおりと定める。

　　各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（報酬に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合

における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　　令和２年３月４日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　 � （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　市 税 ３７，４７０，０００

１　市 民 税 １６，００５，０００

２　固 定 資 産 税 １６，８２７，０００

３　軽 自 動 車 税 ８７５，０００

４　市 た ば こ 税 １，５７０，００１

５　鉱 産 税 ５６３，００１

６　入 湯 税 ４１，００１

７　都 市 計 画 税 １，５８８，９９７

２　地 方 譲 与 税 １，２９３，００１

１　地 方 揮 発 油 譲 与 税 ３００，０００

２　自 動 車 重 量 譲 与 税 ９４０，０００

３　地 方 道 路 譲 与 税 １

４　森 林 環 境 譲 与 税 ５３，０００

３　利 子 割 交 付 金 ２０，０００

１　利 子 割 交 付 金 ２０，０００

４　配 当 割 交 付 金 １１０，０００

１　配 当 割 交 付 金 １１０，０００

５　株式等譲渡所得割交付金 １５０，０００

１　株式等譲渡所得割交付金 １５０，０００

６　法 人 事 業 税 交 付 金 ３４０，０００

１　法 人 事 業 税 交 付 金 ３４０，０００

７　地 方 消 費 税 交 付 金 ６，２００，０００

１　地 方 消 費 税 交 付 金 ６，２００，０００

８　ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 ３０，０００

１　ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 ３０，０００

９　自 動 車 取 得 税 交 付 金 １

１　自 動 車 取 得 税 交 付 金 １

10　環 境 性 能 割 交 付 金 １２０，０００

１　環 境 性 能 割 交 付 金 １２０，０００

11　地 方 特 例 交 付 金 ２６０，０００

１　地 方 特 例 交 付 金 ２６０，０００

12　地 方 交 付 税 ２５，６９５，０００

１　地 方 交 付 税 ２５，６９５，０００

款 項 金　　　　　　　　　額

13　交通安全対策特別交付金 ３０，０００

１　交通安全対策特別交付金 ３０，０００

14　分 担 金 及 び 負 担 金 ４０４，７３４

１　分 担 金 １９，９０７

２　負 担 金 ３８４，８２７

15　使 用 料 及 び 手 数 料 １，７２２，７４６

１　使 用 料 ７６３，１２６

２　手 数 料 ９５９，６２０

16　国 庫 支 出 金 １７，３５５，９４７

１　国 庫 負 担 金 １１，３０６，９４９

２　国 庫 補 助 金 ６，００５，１７６

３　委 託 金 ４３，８２２

17　県 支 出 金 ８，５６４，５４０

１　県 負 担 金 ４，９７１，２２６

２　県 補 助 金 ２，８７７，７６４

３　委 託 金 ７１５，５５０

18　財 産 収 入 ５４１，００５

１　財 産 運 用 収 入 ２１２，８９４

２　財 産 売 払 収 入 ３２８，１１１

19　寄 附 金 ２，０００，００３

１　寄 附 金 ２，０００，００３

20　繰 入 金 １，００４，１８４

１　基 金 繰 入 金 １，００４，１８４

21　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

22　諸 収 入 １２，４４３，５３８

１　延滞金、加算金及び過料 ５３，００１

２　市 預 金 利 子 ５０

３　貸 付 金 元 利 収 入 １１，３８４，０８３

４　受 託 事 業 収 入 １２２，９６８

５　雑 入 ８８３，４３６

23　市 債 １５，３５８，３００

１　市 債 １５，３５８，３００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 １３１，１１３，０００
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　歳　　　出
� （単位　千円）　 � （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　議 会 費 ５５０，４７９

１　議 会 費 ５５０，４７９

２　総 務 費 １５，９６１，３６３

１　総 務 管 理 費 １３，８２９，６１３

２　徴 税 費 ８９６，００３

３　戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 ８０２，３０３

４　選 挙 費 １５１，０１１

５　統 計 調 査 費 １９９，２０６

６　監 査 委 員 費 ８３，２２７

３　民 生 費 ４０，３５２，４１６

１　社 会 福 祉 費 １８，３０４，６７９

２　児 童 福 祉 費 １９，９７１，９８４

３　生 活 保 護 費 ２，０７５，５１９

４　災 害 救 助 費 ２３４

４　衛 生 費 ８，５６０，９３０

１　保 健 衛 生 費 ３，４６０，８９８

２　清 掃 費 ４，７３６，７３１

３　上 水 道 費 ３６３，３０１

５　労 働 費 ４４３，０７３

１　労 働 諸 費 ４４３，０７３

６　農 林 水 産 業 費 ３，３０８，８３４

１　農 業 費 ３，０８５，７５１

２　林 業 費 １９３，７９８

３　水 産 業 費 ２９，２８５

７　商 工 費 ８，２７７，８４０

１　商 工 費 ８，２７７，８４０

８　土 木 費 ２１，３７４，０８６

１　土 木 管 理 費 ７０９，０６１

２　道 路 橋 り ょ う 費 ５，５２２，３９１

３　河 川 費 ３８８，４７９

４　港 湾 費 ４，３９８

５　都 市 計 画 費 ８，７３４，６２０

６　住 宅 費 ６，０１５，１３７

款 項 金　　　　　　　　　額

９　消 防 費 ６，７０７，８０５

１　消 防 費 ６，７０７，８０５

１０　教 育 費 ９，０５０，５９０

１　教 育 総 務 費 １，９４６，７５５

２　小 学 校 費 ２，６３３，５３９

３　中 学 校 費 １，５３２，１５０

４　幼 稚 園 費 ６４，７３０

５　総 合 支 援 学 校 費 １８１，３２６

６　社 会 教 育 費 １，２６２，５２５

７　保 健 体 育 費 １，４２９，５６５

１１　公 債 費 １６，４７５，５８４

１　公 債 費 １６，４７５，５８４

１２　予 備 費 ５０，０００

１　予 備 費 ５０，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 １３１，１１３，０００
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第 ２ 表　　継 　 続 　 費

� （単位　千円）　

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年 割 額

10　教 育 費 ７　保 健 体 育 費
陸上競技場再公認等�
整 備 事 業

185, 000

令和２年度 37, 000

令和３年度 148, 000
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第 ３ 表　　債務負担行為

� （単位　千円）　

事 項 期 間 限 度 額

長岡地域土地開発公社の事業資金（長岡市の関係事
業分）借入れに対する債務保証

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ６ 年 度 ま で

578, 090

長岡地域土地開発公社の西部丘陵東地区整備事業用
地造成資金借入れに対する債務保証

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ６ 年 度 ま で

208, 240

長岡地域土地開発公社の長岡北スマート流通産業団
地整備事業用地取得及び造成資金借入れに対する債
務保証

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ６ 年 度 ま で

1, 026, 767

新潟県信用保証協会が長岡市中小企業経営支援借換
対応特別融資について行う信用保証に対する損失補償

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 12 年 度 ま で

10, 575

新潟県信用保証協会が長岡市中小企業連鎖倒産防止
対策資金について行う信用保証に対する損失補償

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 12 年 度 ま で

4, 500

新潟県信用保証協会が長岡市中小企業災害復旧資金
について行う信用保証に対する損失補償

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 12 年 度 ま で

3, 600

「長岡産業交流会館」改修工事の元利償還金補助
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 12 年 度 ま で

37, 512

共同利用型住民情報系システム電算処理帳票の出力
及び事後処理業務委託料

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

434, 040
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第 ４ 表　　地 　 方 　 債

� （単位　千円）　 � （単位　千円）　

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

普 通 財 産 整 備 事 業 45, 600

普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年 5. 0 ％ 以 内
（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる政府
資金等について、
利率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直
し後の利率）

政府資金については、その融資
条件による。銀行その他の場合
は、その債権者と協定する。た
だし、市財政の都合により据置
期間及び償還期限を短縮もしく
は繰上償還又は借換えをするこ
とができる。

支 所 庁 舎 整 備 事 業 18, 000

長 岡 造 形 大 学 整 備 事 業 101, 800

地 域 情報通信基盤整備事業 38, 900

コミュニティセンター整備事業 379, 200

地 域 会 館 整 備 事 業 37, 800

栃尾地域交流拠点施設（仮称）整備事業 561, 200

老 人 福祉センター整備事業 700

デイサービスセンター整備事業 43, 400

地 域 福祉センター整備事業 25, 200

保 育 所 整 備 事 業 5, 100

児 童 福 祉 施 設 整 備 事 業 234, 100

児童館・児童クラブ整備事業 72, 000

斎 場 整 備 事 業 17, 100

健 康 セ ン タ ー 整 備 事 業 6, 900

廃 棄 物 処 理 施 設 整 備 事 業 753, 600

県 営 土 地 改 良 事 業 224, 900

団 体 営 土 地 改 良 事 業 23, 900

林 業 施 設 整 備 事 業 26, 100

観 光 施 設 整 備 事 業 681, 800

道 路 橋 り ょ う 整 備 事 業 2, 108, 400

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

河 川 整 備 事 業 245, 000

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 19, 700

街 な み 環 境 整 備 事 業 144, 200

交 通 関 連 施 設 整 備 事 業 16, 200

市 街 地 再 開 発 事 業 1, 609, 000

公 園 整 備 事 業 64, 000

公 営 住 宅 建 設 事 業 128, 000

耐 震 改 修 促 進 事 業 400

消 防 施 設 整 備 事 業 508, 100

災害時次期情報伝達方式構築事業 227, 000

除 雪 機 械 整 備 事 業 39, 500

道 路 消雪施設整備補助事業 30, 400

小 学 校 整 備 事 業 64, 300

中 学 校 整 備 事 業 98, 300

総 合 支 援 学 校 整 備 事 業 19, 700

社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 54, 900

体 育 施 設 整 備 事 業 397, 900

過 疎 地域自立促進特別事業 262, 200

臨 時 財 政 対 策 債 3, 450, 000

借 換 債 2, 573, 800

計 15, 358, 300
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国民健康保険事業特別会計



議案第4号

令和２年度長岡市国民健康保険事業特別会計予算

　令和２年度長岡市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ23, 551, 500千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

（一時借入金）

第２条　　地方自治法（昭和22年法律第67号）第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

3, 000, 000千円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条　　地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場

合は、次のとおりと定める。

　　２款保険給付費の各項に計上した委託料及び負担金補助及び交付金に係る予算額に過不足を生じた場合における

同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　　令和２年３月４日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸
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　歳　　　出
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　総 務 費 ３０７，５７３

１　運 営 協 議 会 費 ４８０

２　総 務 管 理 費 ２６１，７３３

３　医療費適正化特別対策事業費 ２２，６０９

４　保 険 料 徴 収 費 ２２，７５１

２　保 険 給 付 費 １６，９６２，４０３

１　療 養 諸 費 １６，８７９，５２４

２　移 送 費 １５０

３　出 産 育 児 一 時 金 ５６，７２９

４　葬 祭 費 ２６，０００

３　国民健康保険事業費納付金 ６，０２４，７０３

１　医 療 給 付 費 ４，０８９，２５４

２　介 護 納 付 金 ４８７，２８９

３　後 期 高 齢 者 支 援 金 １，４４８，１６０

４　保 健 事 業 費 １８２，５４７

１　保 健 事 業 費 １８２，５４７

５　基 金 積 立 金 ８５

１　基 金 積 立 金 ８５

６　公 債 費 ５，１０７

１　公 債 費 ５，１０７

７　諸 支 出 金 ６８，０８２

１　償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ２１，８９７

２　繰 出 金 ４６，１８５

８　予 備 費 １，０００

１　予 備 費 １，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ２３，５５１，５００

第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　国 民 健 康 保 険 料 ４，３８６，４２６

１　国 民 健 康 保 険 料 ４，３８６，４２６

２　国 民 健 康 保 険 税 １９８

１　国 民 健 康 保 険 税 １９８

３　使 用 料 及 び 手 数 料 １，８６８

１　手 数 料 １，８６８

４　国 庫 支 出 金 ８，２０７

１　国 庫 補 助 金 ８，２０７

５　県 支 出 金 １７，１４９，２７８

１　県 補 助 金 １７，１４９，２７８

６　連 合 会 支 出 金 １，０００

１　連 合 会 補 助 金 １，０００

７　財 産 収 入 ８５

１　財 産 運 用 収 入 ８５

８　繰 入 金 １，９５９，７９０

１　一 般 会 計 繰 入 金 １，９０９，７９０

２　基 金 繰 入 金 ５０，０００

９　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

１０　諸 収 入 ４４，６４７

１　延滞金、加算金及び過料 ２１，８９６

２　雑 入 ２２，７５１

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ２３，５５１，５００

― 特 3 ―― 特 2 ―



国民健康保険寺泊診療所事業特別会計



議案第5号

令和２年度長岡市国民健康保険寺泊診療所事業特別会計予算

　令和２年度長岡市の国民健康保険寺泊診療所事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ80, 200千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　令和２年３月４日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸

― 特 4 ―



第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　診 療 収 入 ３３，９４１

１　外 来 収 入 ３２，７４３

２　そ の 他 の 診 療 収 入 １，１９８

２　使 用 料 及 び 手 数 料 ６９

１　使 用 料 ４

２　手 数 料 ６５

３　繰 入 金 ４６，１８５

１　他 会 計 繰 入 金 ４６，１８５

４　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

５　諸 収 入 ４

１　雑 入 ４

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ８０，２００

　歳　　　出
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　総 務 費 ５３，０９１

１　施 設 管 理 費 ５３，０９１

２　医 業 費 ２６，６０９

１　医 業 費 ２６，６０９

３　予 備 費 ５００

１　予 備 費 ５００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ８０，２００

― 特 6 ―― 特 5 ―



後期高齢者医療事業特別会計



議案第6号

令和２年度長岡市後期高齢者医療事業特別会計予算

　令和２年度長岡市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ3, 060, 100千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　令和２年３月４日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸

― 特 7 ―



第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 ２，３８１，１５９

１　後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 ２，３８１，１５９

２　使 用 料 及 び 手 数 料 １２１

１　手 数 料 １２１

３　繰 入 金 ６７５，８９８

１　一 般 会 計 繰 入 金 ６７５，８９８

４　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

５　諸 収 入 ２，９２１

１　延滞金、加算金及び過料 １

２　雑 入 ２，９２０

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ３，０６０，１００

　歳　　　出
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　総 務 費 ３２，４６５

１　総 務 管 理 費 ３０，４３３

２　保 険 料 徴 収 費 ２，０３２

２　後期高齢者医療広域連合納付金 ３，０２４，６０９

１　後期高齢者医療広域連合納付金 ３，０２４，６０９

３　諸 支 出 金 ２，９２６

１　償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ２，９２６

４　予 備 費 １００

１　予 備 費 １００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ３，０６０，１００

― 特 9 ―― 特 8 ―



介護保険事業特別会計



議案第7号

令和２年度長岡市介護保険事業特別会計予算

　令和２年度長岡市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ27, 917, 000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

（歳出予算の流用）

第２条　　地方自治法（昭和22年法律第67号）第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を

流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　２款保険給付費の各項に計上した委託料及び負担金補助及び交付金に係る予算額に過不足を生じた場合における

同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　　令和２年３月４日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸

― 特 10 ―



第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　介 護 保 険 料 ５，８７１，８６５

１　介 護 保 険 料 ５，８７１，８６５

２　分 担 金 及 び 負 担 金 ４，５２８

１　負 担 金 ４，５２８

３　使 用 料 及 び 手 数 料 ５２６

１　手 数 料 ５２６

４　国 庫 支 出 金 ６，５７９，８５０

１　国 庫 負 担 金 ４，６９８，３８６

２　国 庫 補 助 金 １，８８１，４６４

５　支 払 基 金 交 付 金 ７，３０６，３９５

１　支 払 基 金 交 付 金 ７，３０６，３９５

６　県 支 出 金 ４，０７６，８２４

１　県 負 担 金 ３，９２０，０４２

２　県 補 助 金 １５６，７７４

３　委 託 金 ８

７　財 産 収 入 １４４

１　財 産 運 用 収 入 １４４

８　繰 入 金 ４，０７５，９９６

１　一 般 会 計 繰 入 金 ３，９６６，２８２

２　基 金 繰 入 金 １０９，７１４

９　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

１０　諸 収 入 ８７１

１　延滞金、加算金及び過料 １００

２　雑 入 ７７１

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ２７，９１７，０００

　歳　　　出
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　総 務 費 ３８４，５８４

１　総 務 管 理 費 ２１９，０１５

２　保 険 料 徴 収 費 ２，６４０

３　介 護 認 定 事 務 費 １６２，９２９

２　保 険 給 付 費 ２６，５１８，２４４

１　介 護 給 付 費 ２６，５０４，２９０

２　そ の 他 諸 費 １３，９５４

３　地 域 支 援 事 業 費 １，００８，４６９

１　介護予防・日常生活支援総合事業費 ５４３，９８５

２　包括的支援事業・任意事業費 ４６３，０８６

３　そ の 他 諸 費 １，３９８

４　基 金 積 立 金 １４５

１　基 金 積 立 金 １４５

５　諸 支 出 金 ４，５５８

１　償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ４，２５０

２　保 険 給 付 費 ３０８

６　予 備 費 １，０００

１　予 備 費 １，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ２７，９１７，０００

― 特 12 ―― 特 11 ―



診 療 所 事 業 特 別 会 計



議案第8号

令和２年度長岡市診療所事業特別会計予算

　令和２年度長岡市の診療所事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ289, 000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　令和２年３月４日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸

― 特 13 ―



第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　使 用 料 及 び 手 数 料 １３９，８４３

１　使 用 料 １２７，６７８

２　手 数 料 １２，１６５

２　県 支 出 金 ５９，０１０

１　県 補 助 金 ５９，０１０

３　財 産 収 入 ２８８

１　財 産 運 用 収 入 ２８８

４　繰 入 金 ８８，４０９

１　一 般 会 計 繰 入 金 ８８，４０９

５　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

６　諸 収 入 １，４４９

１　受 託 事 業 収 入 ７２３

２　雑 入 ７２６

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ２８９，０００

　歳　　　出
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　総 務 費 １８２，７８７

１　総 務 管 理 費 １４９，８１８

２　診 療 所 管 理 運 営 費 ３１，４４３

３　診 療 所 施 設 整 備 費 １，５２６

２　医 業 費 １００，９８６

１　医 業 費 １００，９８６

３　公 債 費 ４，７２７

１　公 債 費 ４，７２７

４　予 備 費 ５００

１　予 備 費 ５００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ２８９，０００

― 特 15 ―― 特 14 ―



浄化槽整備事業特別会計



議案第9号

令和２年度長岡市浄化槽整備事業特別会計予算

　令和２年度長岡市の浄化槽整備事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ50, 500千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

（地　方　債）

第２条　　地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表　地方債」による。

　　令和２年３月４日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸

― 特 16 ―



第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　分 担 金 及 び 負 担 金 ４９１

１　分 担 金 ４９１

２　使 用 料 及 び 手 数 料 １４，９３４

１　使 用 料 １４，９３４

３　国 庫 支 出 金 ９８９

１　国 庫 補 助 金 ９８９

４　繰 入 金 ３０，９８４

１　繰 入 金 ３０，９８４

５　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

６　諸 収 入 １

１　雑 入 １

７　市 債 ３，１００

１　市 債 ３，１００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ５０，５００

　歳　　　出
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　浄 化 槽 費 ３４，０３８

１　浄 化 槽 管 理 費 ２８，８４３

２　浄 化 槽 整 備 費 ５，１９５

２　公 債 費 １６，２６２

１　公 債 費 １６，２６２

３　予 備 費 ２００

１　予 備 費 ２００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ５０，５００

― 特 18 ―― 特 17 ―



第 ２ 表　　地 　 方 　 債

� （単位　千円）　

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

特定地域生活排水

処 理 事 業
3, 100

普 通 貸 借

又 は

証 券 発 行

年 5 . 0 ％ 以 内

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる政府資金等に

ついて、利率の見

直しを行った後に

おいては、当該見

直し後の利率）

政府資金については、その融資条

件による。銀行その他の場合は、

その債権者と協定する。ただし、

市財政の都合により据置期間及び

償還期限を短縮もしくは繰上償還

又は借換えをすることができる。

議案第10号

令和２年度長岡市下水道事業会計予算

（総　　則）

第１条　　令和２年度長岡市下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　処 理 世 帯 数	 104, 000　世帯

　⑵　年 間 総 処 理 水 量	 48, 300, 000　㎥　

　⑶　一日平均処理水量	 132, 329　㎥　

　⑷　主要な建設改良事業　　　　　◦公共下水道事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・管渠整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ポンプ場整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・処理場整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦特定環境保全公共下水道事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・管渠整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・処理場整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦農業集落排水事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・管渠整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・処理場整備事業

（収益的収入及び支出）

第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　事 業 収 益	 10, 036, 000　千円

　　　第　１　項　　営 業 収 益	 5, 252, 065　千円

　　　第　２　項　　営 業 外 収 益	 4, 713, 723　千円

　　　第　３　項　　特 別 利 益	 70, 212　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　事 業 費 用	 10, 036, 000　千円

　　　第　１　項　　営 業 費 用	 9, 056, 310　千円

　　　第　２　項　　営　業　外　費　用	 975, 682　千円

　　　第　３　項　　特 別 損 失	 3, 008　千円

　　　第　４　項　　予　　　備　　　費	 1, 000　千円

― 特 20 ―― 特 19 ―



下 水 道 事 業 会 計



第 ２ 表　　地 　 方 　 債

� （単位　千円）　

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

特定地域生活排水

処 理 事 業
3, 100

普 通 貸 借

又 は

証 券 発 行

年 5 . 0 ％ 以 内

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる政府資金等に

ついて、利率の見

直しを行った後に

おいては、当該見

直し後の利率）

政府資金については、その融資条

件による。銀行その他の場合は、

その債権者と協定する。ただし、

市財政の都合により据置期間及び

償還期限を短縮もしくは繰上償還

又は借換えをすることができる。

議案第10号

令和２年度長岡市下水道事業会計予算

（総　　則）

第１条　　令和２年度長岡市下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　処 理 世 帯 数	 104, 000　世帯

　⑵　年 間 総 処 理 水 量	 48, 300, 000　㎥　

　⑶　一日平均処理水量	 132, 329　㎥　

　⑷　主要な建設改良事業　　　　　◦公共下水道事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・管渠整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ポンプ場整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・処理場整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦特定環境保全公共下水道事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・管渠整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・処理場整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦農業集落排水事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・管渠整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・処理場整備事業

（収益的収入及び支出）

第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　事 業 収 益	 10, 036, 000　千円

　　　第　１　項　　営 業 収 益	 5, 252, 065　千円

　　　第　２　項　　営 業 外 収 益	 4, 713, 723　千円

　　　第　３　項　　特 別 利 益	 70, 212　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　事 業 費 用	 10, 036, 000　千円

　　　第　１　項　　営 業 費 用	 9, 056, 310　千円

　　　第　２　項　　営　業　外　費　用	 975, 682　千円

　　　第　３　項　　特 別 損 失	 3, 008　千円

　　　第　４　項　　予　　　備　　　費	 1, 000　千円

― 特 20 ―― 特 19 ―



（企　業　債）

第６条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

� （単位　千円）　

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償　　還　　の　　方　　法

下 水 道 施 設
整 備 事 業

1, 932, 700
普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年 5.0 ％ 以 内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる政府資金等に
ついて、利率の見
直しを行った後に
おいては、当該見
直し後の利率）

政府資金については、その融資条件に
よる。銀行その他の場合は、その債権
者と協定する。ただし、企業財政の都
合により据置期間及び償還期限を短
縮もしくは繰上償還又は借換えをす
ることができる。

計 1, 932, 700

（一時借入金）
第７条　　一時借入金の限度額は、5, 000, 000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第８条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　　各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における、同一款内でこれらの経費の各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第９条　　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経
費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。
　　職員給与費　　　289, 146　千円

（他会計からの補助金）
第10条　　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。
⑴　雨水処理に要する経費に対する負担金� 1, 311, 461　千円
⑵　分流式下水道等に要する経費に対する補助金� 578, 594　千円
⑶　流域下水道の建設に要する経費に対する補助金� 10, 418　千円
⑷　下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費に対する補助金� 81, 510　千円
⑸　水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費に対する補助金� 8, 500　千円
⑹　不明水の処理に要する経費に対する補助金� 34, 969　千円
⑺　普及特別対策に要する経費に対する補助金� 49, 814　千円
⑻　緊急下水道整備特定事業に要する経費に対する補助金� 3, 869　千円
⑼　農業集落排水緊急整備事業に要する経費に対する補助金� 5, 754　千円
⑽　下水道事業債（特例措置分）の企業債利子に対する補助金� 3, 897　千円
⑾　臨時財政特例債の企業債利子に対する補助金� 8, 720　千円
⑿　災害復旧債の企業債利子に対する補助金� 7　千円
⒀　補正予算債の企業債利子に対する補助金� 694　千円
⒁　その他下水道事業の支出に対する補助金� 862, 953　千円
　　　　　　合　　　　　　計� 2, 961, 160　千円

　　令和２年３月４日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸

（資本的収入及び支出）

第４条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

3, 190, 700千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額170, 208千円、過年度分損益勘定留保資金441, 498千円、

当年度分損益勘定留保資金2, 478, 994千円及び減債積立金100, 000千円で補てんするものとする。）

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　資 本 的 収 入	 4, 467, 900　千円

　　　第　１　項　　企 業 債	 1, 932, 700　千円

　　　第　２　項　　国 庫 補 助 金	 1, 110, 500　千円

　　　第　３　項　　他 会 計 出 資 金	 1, 389, 677　千円

　　　第　４　項　　負 担 金	 32, 632　千円

　　　第　５　項　　貸 付 金 回 収 金	 2, 380　千円

　　　第　６　項　　固定資産売却代金	 11　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　資 本 的 支 出	 7, 658, 600　千円

　　　第　１　項　　建 設 改 良 費	 3, 152, 545　千円

　　　第　２　項　　企 業 債 償 還 金	 4, 502, 675　千円

　　　第　３　項　　投 資	 2, 380　千円

　　　第　４　項　　予 備 費	 1, 000　千円

（継　続　費）

第５条　　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

� （単位　千円）　

款 項 事　　業　　名 総　　額 年　　度 年 割 額

資本的支出 建設改良費
寿 町 排 水 ポ ン プ 場
（ 土 木 ） 整 備 事 業

908, 000
令和２年度 143, 000

令和３年度 765, 000

資本的支出 建設改良費
長 岡 中 央 浄 化 セ ン タ ー
自 家 発 電 設 備
更 新 事 業

925, 000
令和２年度 307, 000

令和３年度 618, 000

資本的支出 建設改良費
長 岡 中 央 浄 化 セ ン タ ー
脱 臭 設 備 更 新 事 業

615, 000
令和２年度 204, 000

令和３年度 411, 000

― 特 22 ―― 特 21 ―



事 業 会 計 予 算 実 施 計 画
及 　 び 　 支 　 出 　 　 　
　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　事 業 費 用 10,036,000

１　営 業 費 用 9,056,310

１　管 渠 費 546, 103

２　ポ ン プ 場 費 95, 519

３　処 理 場 費 1, 414, 744

４　 545, 641

５　受 託 工 事 費 13, 000

６　業 務 費 301, 863

７　総 係 費 79, 778

８　減 価 償 却 費 6, 019, 662

９　資 産 減 耗 費 40, 000

２　営業外費用 975,682

１　　 890, 682

２　消費税及び地方消費税 85, 000

３　特 別 損 失 3,008

１　固 定 資 産 売 却 損 10

２　過 年 度 損 益 修 正 損 2, 240

３　そ の 他 特 別 損 失 758

４　予 備 費 1,000

１　予 備 費 1, 000

流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

令 和 ２ 年 度 長 岡 市 下 水 道
　 　 収 　 益 　 的 　 収 　 入

　収　　　入� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　事 業 収 益 10,036,000

１　営 業 収 益 5,252,065

１　下 水 道 使 用 料 3, 927, 389

２　他 会 計 負 担 金 1, 311, 461

３　受 託 工 事 収 益 13, 000

４　そ の 他 営 業 収 益 215

２　営業外収益 4,713,723

１　他 会 計 補 助 金 1, 649, 699

２　国 庫 補 助 金 27, 000

３　長期前受金戻入収益 2, 968, 962

４　雑 収 益 68, 062

３　特 別 利 益 70,212

１　固 定 資 産 売 却 益 10

２　過 年 度 損 益 修 正 益 70, 199

３　そ の 他 特 別 利 益 3

― 特 24 ―― 特 23 ―



議案第11号

令和２年度長岡市水道事業会計予算

（総　　則）

第１条　　令和２年度長岡市水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　給 水 戸 数	 108, 800　戸

　⑵　年 間 総 給 水 量	 　33, 087, 000　㎥

　⑶　一 日 平 均 給 水 量	 90, 649　㎥

　⑷　主要な建設改良事業　　　　　◦浄水施設整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦導水管整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦送配水管整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦送配水施設整備事業

（収益的収入及び支出）

第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　事 業 収 益	 6, 365, 900　千円

　　　第　１　項　　営 業 収 益	 5, 497, 691　千円

　　　第　２　項　　営 業 外 収 益	 648, 023　千円

　　　第　３　項　　特 別 利 益	 220, 186　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　事 業 費 用	 6, 054, 500　千円

　　　第　１　項　　営 業 費 用	 5, 665, 393　千円

　　　第　２　項　　営 業 外 費 用	 377, 863　千円

　　　第　３　項　　特 別 損 失	 1, 244　千円

　　　第　４　項　　予 備 費	 10, 000　千円

資 本 的 収 入 及 び 支 出
　収　　　入� （単位　千円）

　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資本的収入 4,467,900

１　企 業 債 1,932,700

１　企 業 債 1, 932, 700

２　国庫補助金 1,110,500

１　国 庫 補 助 金 1, 110, 500

３　他会計出資金 1,389,677

１　他 会 計 出 資 金 1, 389, 677

４　負 担 金 32,632

１　工 事 負 担 金 7, 500

２　受 益 者 負 担 金 20, 032

３　受 益 者 分 担 金 5, 100

５　貸付金回収金 2,380

１　　 2, 380

６　 11

１　固 定 資 産 売 却 代 金 11

水 洗 便 所 改 造 資 金
貸 付 金 回 収 金

固 定 資 産
売 却 代 金

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資本的支出 7,658,600

１　建 設 改良費 3,152,545

１　事 務 費 129, 120

２　資 産 購 入 費 2, 854

３　管 路 整 備 費 1, 371, 300

４　ポ ン プ 場 整 備 費 144, 000

５　処 理 場 整 備 費 1, 390, 000

６　流域下水道建設負担金 115, 271

２　企業債償還金 4,502,675

１　企 業 債 償 還 金 4, 502, 675

３　投 資 2,380

１　水洗便所改造資金貸付金 2, 380

４　予 備 費 1,000

１　予 備 費 1, 000

― 特 26 ―― 特 25 ―



水 道 事 業 会 計



議案第11号

令和２年度長岡市水道事業会計予算

（総　　則）

第１条　　令和２年度長岡市水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　給 水 戸 数	 108, 800　戸

　⑵　年 間 総 給 水 量	 　33, 087, 000　㎥

　⑶　一 日 平 均 給 水 量	 90, 649　㎥

　⑷　主要な建設改良事業　　　　　◦浄水施設整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦導水管整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦送配水管整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦送配水施設整備事業

（収益的収入及び支出）

第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　事 業 収 益	 6, 365, 900　千円

　　　第　１　項　　営 業 収 益	 5, 497, 691　千円

　　　第　２　項　　営 業 外 収 益	 648, 023　千円

　　　第　３　項　　特 別 利 益	 220, 186　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　事 業 費 用	 6, 054, 500　千円

　　　第　１　項　　営 業 費 用	 5, 665, 393　千円

　　　第　２　項　　営 業 外 費 用	 377, 863　千円

　　　第　３　項　　特 別 損 失	 1, 244　千円

　　　第　４　項　　予 備 費	 10, 000　千円

資 本 的 収 入 及 び 支 出
　収　　　入� （単位　千円）

　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資本的収入 4,467,900

１　企 業 債 1,932,700

１　企 業 債 1, 932, 700

２　国庫補助金 1,110,500

１　国 庫 補 助 金 1, 110, 500

３　他会計出資金 1,389,677

１　他 会 計 出 資 金 1, 389, 677

４　負 担 金 32,632

１　工 事 負 担 金 7, 500

２　受 益 者 負 担 金 20, 032

３　受 益 者 分 担 金 5, 100

５　貸付金回収金 2,380

１　　 2, 380

６　 11

１　固 定 資 産 売 却 代 金 11

水 洗 便 所 改 造 資 金
貸 付 金 回 収 金

固 定 資 産
売 却 代 金

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資本的支出 7,658,600

１　建 設 改良費 3,152,545

１　事 務 費 129, 120

２　資 産 購 入 費 2, 854

３　管 路 整 備 費 1, 371, 300

４　ポ ン プ 場 整 備 費 144, 000

５　処 理 場 整 備 費 1, 390, 000

６　流域下水道建設負担金 115, 271

２　企業債償還金 4,502,675

１　企 業 債 償 還 金 4, 502, 675

３　投 資 2,380

１　水洗便所改造資金貸付金 2, 380

４　予 備 費 1,000

１　予 備 費 1, 000

― 特 26 ―― 特 25 ―



（企　業　債）

第６条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

� （単位　千円）　

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償　　還　　の　　方　　法

上 水 道 施 設
整 備 事 業

1, 500, 000
普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年 5.0 ％ 以 内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる政府資金等に
ついて、利率の見
直しを行った後に
おいては、当該見
直し後の利率）

政府資金については、その融資条件に
よる。銀行その他の場合は、その債権
者と協定する。ただし、企業財政の都
合により据置期間及び償還期限を短
縮もしくは繰上償還又は借換えをす
ることができる。

計 1, 500, 000

（一時借入金）

第７条　　一時借入金の限度額は、500, 000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における、同一款内でこれらの経費の各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経

費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　職員給与費　　1, 135, 147　千円

（他会計からの補助金）

第10条　　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

⑴　西部丘陵水道建設事業に伴う企業債利子補助� 4, 005　千円

⑵　大積地区水道建設事業に伴う企業債利子補助� 1, 628　千円

⑶　太田地区水道建設事業に伴う企業債利子補助� 5, 089　千円

⑷　西部丘陵東地区配水管整備事業に伴う企業債利子補助� 208　千円

⑸　西部丘陵東地区産業ゾーン（第２期）配水管布設事業に伴う企業債利子補助� 97　千円

⑹　児童手当に対する負担金� 5, 724　千円

　　　　　　合　　　　　　計� 16, 751　千円

（たな卸資産購入限度額）

第11条　　たな卸資産の購入限度額は、79, 568千円と定める。

　　令和２年３月４日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸

（資本的収入及び支出）

第４条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

2, 665, 600千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額245, 412千円、当年度分損益勘定留保資金1, 875, 615

千円及び減債積立金544, 573千円で補てんするものとする。）

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　資 本 的 収 入	 1, 745, 500　千円

　　　第　１　項　　企 業 債	 1, 500, 000　千円

　　　第　２　項　　国 庫 補 助 金	 26, 000　千円

　　　第　３　項　　出 資 金	 67, 550　千円

　　　第　４　項　　工 事 負 担 金	 151, 906　千円

　　　第　５　項　　固定資産売却代金	 44　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　資 本 的 支 出	 4, 411, 100　千円

　　　第　１　項　　建 設 改 良 費	 2, 996, 173　千円

　　　第　２　項　　企 業 債 償 還 金	 1, 404, 927　千円

　　　第　３　項　　予 　 備 　 費	 10, 000　千円

（継　続　費）

第５条　　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

� （単位　千円）　

款 項 事　　業　　名 総　　額 年　　度 年 割 額

資本的支出 建設改良費
妙 見 浄 水 場 ２ 系 ろ 過 池�
機 械 設 備 更 新 事 業

386, 000
令和２年度 219, 000

令和３年度 167, 000

資本的支出 建設改良費
妙 見 浄 水 場 送 水 ポ ン プ�
電 気 設 備 更 新 事 業

275, 000
令和２年度 160, 000

令和３年度 115, 000

資本的支出 建設改良費
寺 泊 浄 水 場 沈 で ん 池�
機 械 設 備 更 新 事 業

87, 000
令和２年度 60, 000

令和３年度 27, 000

― 特 28 ―― 特 27 ―



事 業 会 計 予 算 実 施 計 画
及 　 び 　 支 　 出 　
　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　事 業 費 用 6,054,500

１　営 業 費 用 5,665,393

１　原 水 及 び 浄 水 費 1, 248, 121

２　配 水 費 852, 010

３　給 水 費 331, 495

４　業 務 費 347, 994

５　総 係 費 400, 326

６　減 価 償 却 費 2, 341, 802

７　資 産 減 耗 費 143, 645

２　営業外費用 377,863

１　 243, 331

２　雑 支 出 4, 532

３　消費税及び地方消費税 130, 000

３　特 別 損 失 1,244

１　固 定 資 産 売 却 損 144

２　過 年 度 損 益 修 正 損 1, 100

４　予 備 費 10,000

１　予 備 費 10, 000

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

令 和 ２ 年 度 長 岡 市 水 道
　 収 　 益 　 的 　 収 　 入

　収　　　入� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　事 業 収 益 6,365,900

１　営 業 収 益 5,497,691

１　給 水 収 益 5, 121, 983

２　加 入 金 102, 631

３　下 水 道 受 託 収 益 231, 939

４　そ の 他 営 業 収 益 41, 138

２　営業外収益 648,023

１　受取利息及び配当金 620

２　他 会 計 補 助 金 16, 751

３　長期前受金戻入収益 546, 457

４　雑 収 益 84, 195

３　特 別 利 益 220,186

１　固 定 資 産 売 却 益 1

２　過 年 度 損 益 修 正 益 11

３　そ の 他 特 別 利 益 220, 174

― 特 30 ―― 特 29 ―



資 本 的 収 入 及 び 支 出
　収　　　入� （単位　千円）

　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資本的収入 1,745,500

１　企 業 債 1,500,000

１　企 業 債 1, 500, 000

２　国庫補助金 26,000

１　国 庫 補 助 金 26, 000

３　出 資 金 67,550

１　出 資 金 67, 550

４　工事負担金 151,906

１　工 事 負 担 金 151, 906

５　 44

１　固 定 資 産 売 却 代 金 44

固 定 資 産
売 却 代 金

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資本的支出 4,411,100

１　建 設 改良費 2,996,173

１　事 務 費 117, 710

２　資 産 購 入 費 15, 981

３　原 浄 水 施 設 費 1, 033, 538

４　給 配 水 施 設 費 1, 828, 944

２　企業債償還金 1,404,927

１　企 業 債 償 還 金 1, 404, 927

３　予 備 費 10,000

１　予 備 費 10, 000

議案第12号

令和２年度長岡市簡易水道事業会計予算

（総　　則）

第１条　　令和２年度長岡市簡易水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　給 水 戸 数	 2, 600　戸

　⑵　年 間 総 給 水 量	 989, 000　㎥

　⑶　一 日 平 均 給 水 量	 2, 710　㎥

　⑷　主要な建設改良事業　　　　　◦浄水施設整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦配水管整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦送配水施設整備事業

（収益的収入及び支出）

第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　事 業 収 益	 544, 100　千円

　　　第　１　項　　営 業 収 益	 154, 856　千円

　　　第　２　項　　営 業 外 収 益	 389, 233　千円

　　　第　３　項　　特 別 利 益	 11　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　事 業 費 用	 542, 900　千円

　　　第　１　項　　営 業 費 用	 486, 904　千円

　　　第　２　項　　営　業　外　費　用	 46, 442　千円

　　　第　３　項　　特 別 損 失	 9, 054　千円

　　　第　４　項　　予　　　備　　　費	 500　千円

― 特 32 ―― 特 31 ―



簡 易 水 道 事 業 会 計



資 本 的 収 入 及 び 支 出
　収　　　入� （単位　千円）

　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資本的収入 1,745,500

１　企 業 債 1,500,000

１　企 業 債 1, 500, 000

２　国庫補助金 26,000

１　国 庫 補 助 金 26, 000

３　出 資 金 67,550

１　出 資 金 67, 550

４　工事負担金 151,906

１　工 事 負 担 金 151, 906

５　 44

１　固 定 資 産 売 却 代 金 44

固 定 資 産
売 却 代 金

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資本的支出 4,411,100

１　建 設 改良費 2,996,173

１　事 務 費 117, 710

２　資 産 購 入 費 15, 981

３　原 浄 水 施 設 費 1, 033, 538

４　給 配 水 施 設 費 1, 828, 944

２　企業債償還金 1,404,927

１　企 業 債 償 還 金 1, 404, 927

３　予 備 費 10,000

１　予 備 費 10, 000

議案第12号

令和２年度長岡市簡易水道事業会計予算

（総　　則）

第１条　　令和２年度長岡市簡易水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　給 水 戸 数	 2, 600　戸

　⑵　年 間 総 給 水 量	 989, 000　㎥

　⑶　一 日 平 均 給 水 量	 2, 710　㎥

　⑷　主要な建設改良事業　　　　　◦浄水施設整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦配水管整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦送配水施設整備事業

（収益的収入及び支出）

第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　事 業 収 益	 544, 100　千円

　　　第　１　項　　営 業 収 益	 154, 856　千円

　　　第　２　項　　営 業 外 収 益	 389, 233　千円

　　　第　３　項　　特 別 利 益	 11　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　事 業 費 用	 542, 900　千円

　　　第　１　項　　営 業 費 用	 486, 904　千円

　　　第　２　項　　営　業　外　費　用	 46, 442　千円

　　　第　３　項　　特 別 損 失	 9, 054　千円

　　　第　４　項　　予　　　備　　　費	 500　千円

― 特 32 ―― 特 31 ―



（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経

費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　職員給与費　　67, 878　千円

（他会計からの補助金）

第９条　　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

⑴　建設事業に伴う企業債等利子補助� 24, 201　千円

⑵　その他簡易水道事業の支出に対する補助� 254, 127　千円

⑶　児童手当に対する負担金� 672　千円

　　　　　　合　　　　　　計� 279, 000　千円

（たな卸資産購入限度額）

第10条　　たな卸資産の購入限度額は、1, 200千円と定める。

　　令和２年３月４日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸

（資本的収入及び支出）

第４条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

153, 900千円は引継金9, 169千円及び当年度分損益勘定留保資金144, 731千円で補てんするものとする。）

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　資 本 的 収 入	 154, 800　千円

　　　第　１　項　　企 業 債	 147, 400　千円

　　　第　２　項　　工 事 負 担 金	 7, 400　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　資 本 的 支 出	 308, 700　千円

　　　第　１　項　　建 設 改 良 費	 160, 976　千円

　　　第　２　項　　企 業 債 償 還 金	 147, 224　千円

　　　第　３　項　　予 備 費	 500　千円

（特例的収入及び支出）

第４条の２　　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未

払金の金額は、それぞれ17, 135千円及び35, 380千円である。

（企　業　債）

第５条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

� （単位　千円）　

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償　　還　　の　　方　　法

簡 易 水 道 施 設�
整 備 事 業

147, 400
普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年 5.0 ％ 以 内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる政府資金等に
ついて、利率の見
直しを行った後に
おいては、当該見
直し後の利率）

政府資金については、その融資条件に
よる。銀行その他の場合は、その債権
者と協定する。ただし、企業財政の都
合により据置期間及び償還期限を短
縮もしくは繰上償還又は借換えをす
ることができる。

計 147, 400

（一時借入金）

第６条　　一時借入金の限度額は、200, 000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における、同一款内でこれらの経費の各項間の流用

― 特 34 ―― 特 33 ―



事 業 会 計 予 算 実 施 計 画
及 　 び 　 支 　 出 　 　 　
　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　事 業 費 用 542,900

１　営 業 費 用 486,904

１　原 水 及 び 浄 水 費 107, 573

２　配 水 費 88, 134

３　給 水 費 15, 415

４　業 務 費 3, 686

５　総 係 費 18, 141

６　減 価 償 却 費 247, 690

７　資 産 減 耗 費 6, 265

２　営業外費用 46,442

１　　 24, 247

２　雑 支 出 22, 195

３　特 別 損 失 9,054

１　過 年 度 損 益 修 正 損 330

２　そ の 他 特 別 損 失 8, 724

４　予 備 費 500

１　予 備 費 500

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

令 和 ２ 年 度 長 岡 市 簡 易 水 道
　 　 収 　 益 　 的 　 収 　 入

　収　　　入� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　事 業 収 益 544,100

１　営 業 収 益 154,856

１　給 水 収 益 149, 054

２　加 入 金 198

３　下 水 道 受 託 収 益 3, 459

４　そ の 他 営 業 収 益 2, 145

２　営業外収益 389,233

１　他 会 計 補 助 金 279, 000

２　長期前受金戻入収益 89, 820

３　雑 収 益 613

４　　 19, 800

３　特 別 利 益 11

１　過 年 度 損 益 修 正 益 11

消 費 税 及 び�
地 方 消 費 税 還 付 金

― 特 36 ―― 特 35 ―



資 本 的 収 入 及 び 支 出
　収　　　入� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資本的収入 154,800

１　企 業 債 147,400

１　企 業 債 147, 400

２　工事負担金 7,400

１　工 事 負 担 金 7, 400

　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資本的支出 308,700

１　建 設 改良費 160,976

１　原 浄 水 施 設 費 28, 200

２　給 配 水 施 設 費 132, 776

２　企業債償還金 147,224

１　企 業 債 償 還 金 147, 224

３　予 備 費 500

１　予 備 費 500

― 特 37 ―




